
意見概要：合理的な理由のない政令案に反対

➢政令案に対して、強く反対
社会環境の変化を無視し、20年以上前の古い制度を用いた機器課金という
形で消費者に二重負担を強いる政令案は、政策としての合理性が無い

➢大きなリスクに繋がるため、重大な懸念
司法判断が蔑ろにされ、関係者の合意を前提とした制度運用も歪められるよう
な不透明なプロセスで進み、ダビング10によるコピー制御があっても尚、同じ
補償金が課される事態になれば、今後様々な機器やサービスに拡大するリスク

➢より適切な政策変更を期待
消費者の皆さまに十分に問題点をご理解いただき、多くの意見が文化庁に提出
されるように、過去の経緯や環境変化など意見の前提と、主な反対理由3点の
詳述を通じて情報提供を図りたい

【政令案】 私的録音録画補償金制度の対象機器として
ブルーレイレコーダー等を追加指定すること



➢ 1975年 家庭用アナログビデオ機の登場

前提①：録画補償金制度が導入された経緯
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➢ 1999年 デジタル録画機の登場、劣化の無い大量複製も可能に
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➢ 2008年 コピー制御（ダビング10）された地上波デジタル放送開始

自由は
無くなった

前提②：補償金制度が事実上終了した経緯
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補償金を求める権利者と消費者・機器メーカの意見対立し、合意せず

知財高裁

➢ 権利者側が訴えた裁判で機器メーカ側勝訴（2012年知財高裁判決確定）

補償金の対象が無くなり、開始から約10年で制度は機能停止した

コピー制御コストを負担済、補償金と二重負担？

判決：デジタル放送専用機は、政令で定める補償金制度の対象に該当せず

理由①特定機器の対象とするには関係者間の合意が必要
理由②録画源に著作権保護技術（コピー制御）が伴っているか

否かは、補償金の対象とするか否かにおいて大きな要素



出典：日本映像ソフト協会映像ソフト市場規模及びユーザー
動向調査2021< annual_2022_5-9.pdf (jva-net.or.jp) >

◼ 近年ではレンタルに代わり有料動画
配信サービスが主流に

国民生活時間調査2020から引用

<https://www.nhk.or.jp/bunken/research/yoron/pdf/20210521_1.pdf>

◼ テレビ放送の視聴は高齢者ほど多く、
若年層では低下が顕著

◼ BDレコーダ市場は急激な縮小傾向、最盛期の1/4に

出典：JEITA民生用電子機器国内出荷データ

前提③：動画コンテンツ流通等の社会環境の変化

有料放送や有料動画配信に加え、テレビ番組の無料リアルタイム配信
や見逃し配信等、地デジ放送以外のコンテンツ流通・視聴が普及

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

台数：千台 5,253 5,894 2,735 2,519 2,347 2,081 1,996 1,952 2,079 2,001 1,870 1,428
前年比 162% 112% 46% 92% 93% 89% 96% 98% 107% 96% 93% 76%

金額：億円 3,587 3,515 1,421 1,279 1,169 1,059 1,041 1,031 1,047 1,069 993 802

https://www.jva-net.or.jp/report/annual_2022_5-9.pdf


反対の主な理由3つ

1. 機器追加を行う合理的理由が示されていない
・環境変化にも関わらず、1990年代に制度設計された仕組みをそのまま用い、
機器追加するならば、その必要性や合理性が示されるべき。
・根拠として、消費者実態調査の「過去1 年間の保存データ容量に占める
テレビ番組の割合が5割以上の者が52%」等の結果だけでは不合理。

2. 著作権保護技術が考慮されていない
・対象機器として追加すべき、アナログ時代と同じ補償金料率とすべきとの
文化庁の提案は、判決の「大きな要素」との判示内容を、全く考慮してない
・DRM技術のコストを消費者が負担し、更に補償金となれば二重負担となる。
複製を前提に地デジ放送を選ぶ以上「不当な不利益」は無く、補償不要。

3. 政令案の決定に至るプロセスが不透明である
・判決でも前提となっている「関係者の合意」が得られていない。
・協議の前提であった「暫定的な措置」が全く担保されていないため、将来的に
他の機器等やサービスへの対象範囲拡大が生じ得ることを強く懸念。


